平成27年度大腸がん検診の事業評価のためのチェックリスト（車検診実施機関記入用）　
大腸がん検診の事業評価のためのチェックリスト（検診実施機関用）のうち、検診車（検診バス）によって集団検診を専門に行っている実施機関だけを抽出して分析しました。（機関数　Ｈ27年度：6機関　Ｈ26年度：6機関）
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精密検査の結果の市町村への報告などの個人情報の取り扱いについて、受診者に対し十分な説明

を行なっているか

精密検査の方法（大腸内視鏡検査またはS状結腸内視鏡検査と注腸エックス線検査）や内容につい

て説明しているか
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受診者への説明

 便潜血陽性で要精密検査となった場合には、原則として内視鏡検査により必ず精検を受ける必要が

あることを事前に明確に知らせているか

※実施率＝「はい」と回答した機関数／車検診実施期間数（委託内容に含まれない項目がある場合は分母から除いている）
がんの早期発見を目的としているがん検診では、精密検査が必要と判定された受診者が精密検査を受けることが大切です。そのためには、検診受診時から、あらかじめ精密検査の方法や内容とともに精密検査の重要性を説明する必要があります。大腸がん検診は精密検査受診率が低いことが課題となっており、集団検診機関において精密検査受診の必要性の説明や定められた精密検査方法で精検が実施されるよう、市町村から勧奨資材・勧奨方法の提供などを行うことが必要と考えられます。
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大腸がん検診マニュアル（2013）に記載された方法に準拠して行っているか

検査の精度管理

臨床検査技師のために技術講習会や研修会などを定期的に開催しているか

 検査は、便潜血検査２日法を行っているか

便潜血キットが定量法の場合はカットオフ値を把握しているか
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（１）採便方法についてチラシやリーフレットを用いて受診者に説明しているか
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受診者への通知のための市町村への結果報告は、検体回収後2週間以内になされているか

検査結果は少なくとも5年間は保存しているか

検便採取後即日（2日目）回収を原則としているか

採便後は検体を冷蔵庫あるいは冷所に保存するよう受診者に指導しているか

受診者から検体を回収してから自施設で検査を行うまでの間あるいは検査施設へ引き渡すまでの

間、冷蔵保存しているか

検査施設では検体を受領後冷蔵保存しているか

検体受領後原則として24時間以内に測定しているか


市町村が実施するがん検診は、有効性が確認された検診を正しい検査方法で行い正しく判定する必要があります。「検査の精度管理」及び「検体の取扱い」では、検診機関が決められた検査方法で検診を実施、判定しているかを確認しています。今年度も昨年度と同様、精度管理に留意した検診が実施されていることが確認できました。検体の温度管理については、検査の結果に影響を与える可能性もあることから、全ての集団検診機関で徹底される必要があります。
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精密検査結果及び治療

注２）

結果の報告を、精密検査実施機関から受けているか

都道府県がプロセス指標（受診率、要精検率、精検受診率、がん発見率、陽性反応適中度）に基づく

検討ができるようデータを提出しているか

実施主体へのがん検診の集計・報告は、基本的に「精度管理基礎調査票」などに記載できる内容で

集計しているか


　注　組織や病期把握のための内視鏡治療など

「システムとしての精度管理」からは、集団検診機関が自施設の検診結果を検討し、精度の向上に努めているかを問う項目です。すべての項目において、８割以上の集団検診機関が取り組んでいることが確認できますが、昨年度からの向上は見られませんでした。集団検診機関は、検診の判定が正確に行われているかを自己点検するために、精密検査結果や、がんであると診断された場合の治療結果等を把握する必要があります。
